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事業状況報告書 

 

１ 業務の内容 

  裁判所共済組合（以下「組合」という。）は、裁判所の職員（以下「組合員」という。）及

びその遺族の生活の安定と福祉の増進を図り、公務の能率的運営に資することを目的にする。 

 組合は、その目的を達成するため次の事業を行う。 

  短期給付事業 

   組合員及びその被扶養者の病気、出産、死亡等に対する各種の給付 

  ア 法定給付 

    国家公務員共済組合法（以下「法」という。）第５０条第１項に掲げる療養の給付等の

短期給付 

  イ 附加給付 

    法第５１条により定款第１７条に掲げる家族療養費附加金等の附加給付 

  福祉事業 

   組合員の健康保持及び福祉の増進のための事業 

  ア 保健事業 

         生活習慣病等の健康診断、人間ドック等健康増進に対する補助、特定健診及び特定保

健指導、福利厚生パッケージメニュー事業、委託食堂及び委託売店の設置 

  イ 医療事業 

    本部及び支部の診療所の運営 

  ウ 貯金事業 

    団体定期保険、医療保障保険、特定疾病保障保険、拠出型企業年金保険、団体傷害保険

及び団体扱保険の取扱い 

  エ 貸付事業 

    住宅貸付け、普通貸付け等の組合員への資金の貸付け 

  オ 財形事業 

    財形貯蓄を行っている組合員への住宅資金の貸付け 

  長期給付事業 

   組合員の退職、障害、死亡などに対して行われる年金の給付に関する事業で、給付の決定

及び支払は、国家公務員共済組合連合会が行っている。 

 

２ 事務所の所在地 

  
郵便番号 

 
住  所 

 
電話番号 

 
裁判所共済組合本部 

 
 102-8651 

 
 東京都千代田区隼町４－２ 

 
 03-3264-8111 

 

３ 沿革 

  昭和２３年７月１日国家公務員共済組合法（昭和２３年法律第６９号）に基づき、裁判所共

済組合が設立された。 
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４ 設立に係る根拠法の名称 

  国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

 

５ 主務大臣 

財務大臣 

 

６ 組合に使用される者の状況 

 
 定 数 

 
 前年度増減 

 
    ３人 

 
   ０ 

 
 

７ その他組合の概要 

 

 財務大臣 

主管官庁 

 

 

                                    監督 

 監督（事業計画、予算の認可等） 
 

 裁判所共済組合 

（代表者 最高裁判所長官） 

加盟  国家公務員共済組合連合会  

 

  

 本    部 

（本部長 事務総長） 

  裁判所共済組合運営審議会  

 

                                    運営審議会の構成（定款第８条） 

 支    部 

（５１支部） 

           事務主管者側５人 

           組合員代表 ５人 計１０人 

 

８ 令和３年度及び前事業年度までの業務の実施状況 

  別紙第１「経理別収入支出等の推移」及び別紙第２「国庫補助金等明細書及び借入金明細書」

参照 

 

９ 子会社、関連会社、関連公益法人等の概況 

該当なし 

 

10 組合が対処すべき課題 

  少子高齢化等に伴い保険給付だけでなく、後期高齢者支援金などの支出が増加し、給与改定

に伴い収入が減少するなかで、コスト削減や業務の見直しを図りながら、年金、介護、医療等

の社会保障制度の動向と国家公務員の共済組合に対する対外的な視線を見据えつつ、いかに組

合員の要求や要望を反映し、安定した事業運営を行っていくかが課題である。 







（別紙第２）

国庫補助金等明細書及び借入金明細書

１　国庫補助金等明細書

区　分 業務経理 計

負担金 国庫補助金収入 負担金 負担金 国庫補助金収入

平成２９年度 8,123,220 0 42,723 212,754 3,329 8,358,451

平成３０年度 8,513,794 0 41,285 201,248 4,475 8,760,802

令和元年度 8,546,788 0 34,445 201,919 4,655 8,787,807

令和２年度 8,541,093 0 42,314 200,451 2,802 8,786,660

令和３年度 8,879,083 0 36,293 200,538 2,765 9,118,679

２　借入金明細書 　

区　分 財形経理 計 　

長期借入金

借入先－ 借入先－

国家公務員共済組合連合会

平成２９年度 1,838,172 683,665 3,600,994

平成３０年度 1,435,039 645,784 2,970,581 　

令和元年度 1,118,142 580,580 1,698,722 　

令和２年度 0 520,082 520,082

令和３年度 0 430,772 430,772

国家公務員共済組合連合会

（単位：千円）

短期経理 保健経理

（単位：千円）

貸付経理

長期借入金
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監 査 報 告 書 

 

令和４年５月２６日   

 

 裁判所共済組合本部長 中 村   愼 殿 

 

裁判所共済組合本部監査員  岩 井 一 真 

 

             裁判所共済組合本部監査員  楠 木 久 史 

 

裁判所共済組合本部監査員  井 上 隆 博 

 

 国家公務員共済組合法施行規則第１２６条の４第２項第１号に基づく内部監査を

実施したので、裁判所共済組合運営規則第３８条に基づき、下記のとおり報告しま

す。 

記 

１ 監査の年月日   令和４年５月２４日 

２ 監査の対象期間  自 令和３年４月１日 

           至 令和４年３月３１日 

３ 監査事項 

 令和３年度における裁判所共済組合本部の短期、業務、保健、医療、貯金、 

貸付及び財形の経理の業務並びに財産の状況 

 個人情報保護の遵守状況 

４ 監査結果の概要 

 令和３年度における裁判所共済組合本部の全ての経理の業務並びに財産の状

況 
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各経理の業務の状況について、総勘定元帳、元帳及び伝票等の精査を行い、財

産の状況について、元帳と現金、預貯金、有価証券及び出納計算書を照合したと

ころ、いずれも適正に管理されていることを認める。 

 個人情報保護の遵守状況 

自主点検結果、執務態勢及び安全管理措置状況を確認したところ、遵守されて

いることを認める。 

５ 出納職員に対して注意した事項 

なし 

６ 文書をもって注意しなければならない事項 

なし 

７ その他参考事項 

なし 


